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地方公務員海外派遣プログラム
～米国の地域コミュニティーと行政の関わりについての調査研究と語学研修～

広島市市民局文化スポーツ部文化振興課　木村　梨乃

2025 年度、私は広島市職員として地方公務員海外派
遣プログラムに参加し、米国における地域コミュニティー
と行政の関わりに関する調査研究および語学研修をした。
本プログラムは、総務省が一般財団法人自治体国際化協
会（以下「クレア」という。）海外事務所の協力を得て実
施しているものであり、各自治体の職員が海外で調査研究
や研修を行う制度である。研修期間は主に６月から９月
までの約３カ月で、各自治体が抱える諸課題や派遣者の
担当業務に応じてテーマを設定し、訪問先や研修内容を
自ら企画する点に特徴がある。研修計画の作成から訪問
先へのアポイントメント、渡航準備に至るまで主体的に
進める必要があり、実践力が問われるプログラムである。

広島市では、「広島市地域コミュニティ活性化ビジョン」
に基づき、市民主体の持続可能な地域づくりを進めてお
り、その中核として広島型地域運営組織「ひろしま
LMO」が設立されている。一方で、地域コミュニティー
を支える担い手不足や、地域ごとの特性に応じた多様性
への対応など、地域の維持・活性化に関する課題も存在
している。こうした課題を踏まえ、地域コミュニティー
と行政の関わりについて海外の実情を直接学び、今後の
行政運営に還元することを目的として、2025 年度、本

プログラムに参加した。派遣先として米国を選んだのは、
多様な人種・文化が共存する社会であり、地域コミュニ
ティーと行政の連携のあり方を調査研究する上で有意義
であると考えたためである。

渡米前には、２月 10 日に総務省主催の事前研修を受
講し、同月 14 日にはクレアニューヨーク事務所とのオ
ンラインでの顔合わせをした。これらを通じて、日本と
米国の地方自治の違いや調査の進め方について理解を深
めたほか、現地調査員とのミーティングでは、インフラ
整備や土地開発、福祉分野における市民と行政の関わり
について聞き取り、行政組織のみならず、NPO や公立図
書館、公立学校、宗教団体なども含めて調査対象とする
必要性を確認した。また、渡米に向けては、ビザ取得、
航空券や宿泊先の手配、語学学校への申込み、訪問先と
の事前調整なども自ら進めた。

６月２日にニューヨーク市に到着した後は、クレア
ニューヨーク事務所でブリーフィングを受け、現地生活
に関する助言を得るとともに、滞在中の調査や訪問準備
の拠点として同事務所を活用した。同月８日からはロサ
ンゼルス市へ移動し、６週間にわたり語学学校で対話型
学習を中心とする研修に参加した。世界各国から集まっ

クレアニューヨーク事務所 ロサンゼルス中央図書館のホームレス・生活困窮者向け総合支援
窓口「The Source」に出展するロサンゼルス市高齢者部局ブース
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た受講生と英語で討論や会話を重ねる中で、語学力の向
上に加え、各国の文化や社会情勢、福祉制度に触れる機
会を得たことは、大きな収穫であった。研修終了後は、
各都市で訪問調査をした。

調査研究では、NPO や宗教団体、公立図書館、公立学
校、市役所などを訪問した。そこで印象的であったのは、
行政のみが地域課題に対応するのではなく、多様な主体
がそれぞれの立場で地域を支えていたことである。 NPO
や宗教団体は、衣食住や医療支援、相談窓口の運営など
を通じて、緊急的かつ柔軟な支援を担っていた。 公立図
書館は、「本を貸す場所」にとどまらず、情報のハブ、安
心できる居場所、支援の窓口、地域の交流拠点として機
能していた。また、公立学校は児童のみならず家庭単位
の支援にも関わり、市役所では市民参加の促進や地域リー
ダーの育成に取り組んでいた。行政と地域コミュニティー
が補完し合いながら社会を支えている姿は、多文化社会
における地域づくりを考える上で、大きな示唆を与える
ものであった。

今回の研修を通じて、多様な人々が暮らす社会では、
行政の役割のみならず、地域団体や NPO などとの関係
性をどのように築くかが重要であることを実感した。 渡
米前には、どのような事例に触れられるか見通せず不安
もあったが、実際には多くの支援のあり方や、多様な社
会におけるアプローチ方法に触れることができ、日本の
地域コミュニティー施策を捉え直す貴重な機会となった。
今後は、海外で得た知見を基に国内の地域コミュニティー
について理解をさらに深め、地域拠点づくりの推進に活
かしていきたい。また、継続的な語学力の向上に努める
とともに、国内外の関連施策や団体への関心を持ち続け、
国際比較の視点をもって業務に取り組みたい。

最後に、本研修の実施に当たり、支援と協力をいただ
いた総務省、クレアニューヨーク事務所、関係者の皆様
に深く感謝申し上げる。

教会活動として生活困窮者に支援物資を配布する様子

オハイオ州で物資支援など貧困・生活困窮者支援に取り組む
H.E.L.P. House. で、配布予定の新学期用学用品

住民主体のまちづくりを支援するシアトル市役所の交流拠点
「Seattle Department of Neighborhoods」にて

ロ サ ン ゼ ル ス 中 央 図 書 館 の 若 者 向 け 学 習・ 交 流 拠 点
「Teen'Scape」

プロフィール
木村　梨乃（きむら　りの）
2020 年 4 月に広島市に入庁。
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